































































































































































基礎統計 産業連関表 ＳＵＴ ＧＤＰ統計
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バランシング 公表 バランシング 公表
ベルギー 350 64 135 64
デンマーク 2350 2350 117 117
ドイツ 89 89 75 72
フランス 139 38 139 38
ハンガリー 820 64 84 64
オランダ 630 85 120 76
オーストリア 550 550 74 74
フィンランド 776 150 179 150
スウェーデン 386 65 65 65
イギリス 110 110 127 127





















原材料費 90 90 90 180
その他の費用 10 20 10 10 20
中間消費計 100 110 100 10 200
付加価値 35 70 35 35 70






• Globalizationはgoods for processing を超えて広範、複雑化している。
• FGP(factoryless goods producers)には流通（merchanting）のみならず、IPP
（intellectual property products)を所有し、生産をコントロールする企業も
多い。（designed in California, assembled in China)
• このようなFGPの行動の投入、産出をどう記録するか。
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輸出有 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
食品 0.046 0.084 0.329 0.245 0.288 0.340 0.392 0.392 0.743 0.743 0.963
繊維 0.104 0.124 0.009 -0.020 0.005 -0.113 -0.089 -0.088 -0.134 -0.134 -0.134
紙パ -0.007 0.058 0.098 0.339 0.352 0.503 0.627 0.627 0.961 0.961 0.961
化学 0.171 0.133 -0.132 -0.126 -0.087 -0.016 -0.002 -0.011 0.088 0.061 0.693
金属 0.055 0.092 0.110 0.030 0.241 0.545 0.577 0.595 0.715 0.849 0.870
一般機械 0.103 0.079 0.072 0.064 0.047 0.039 0.027 0.042 -0.077 0.054 -0.053
光学電機 0.178 0.168 0.142 0.152 0.229 0.230 0.142 0.153 0.201 0.141 -0.149
輸送機械 0.062 0.049 0.046 0.063 0.070 0.066 0.086 0.089 0.136 0.232 0.366
その他製造 0.189 0.081 0.030 0.122 0.110 0.161 0.206 0.418 0.217 0.069 -0.038
輸出有 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
食品 0.055 0.060 0.110 0.057 0.057 0.057 0.067 0.067 0.080 0.080 0.098
繊維 0.070 0.147 0.187 0.116 -0.056 -0.054 0.009 -0.101 -0.101 -0.101 -0.101
紙パ 0.027 0.064 0.366 0.444 0.509 0.540 0.762 0.967 0.967 0.967 0.967
化学 0.086 -0.156 -0.172 -0.143 -0.062 -0.025 -0.189 0.115 0.278 0.587 0.587
金属 0.034 0.104 0.125 0.194 0.295 0.428 0.239 0.262 -0.039 -0.011 -0.011
一般機械 0.067 0.043 0.035 0.024 -0.018 -0.023 -0.041 -0.044 -0.051 0.085 0.013
光学電機 0.103 0.108 0.101 0.097 0.143 0.127 0.249 0.282 0.378 0.605 0.069
輸送機械 0.037 0.030 0.024 0.022 0.017 0.006 0.035 0.052 0.035 0.002 0.395
その他製造 0.188 0.092 0.274 0.273 0.280 0.302 0.099 0.140 0.540 0.572 0.815
（2011年）
（2015年）
（出典）企業活動基本調査（2011・2015年）ミクロデータより筆者作成
１．（１）輸出・非輸出
輸出⽐率毎の輸入中間財⽐率の乖離
輸出⽐率を0%、10%、20%…、90%と10％刻みで区切って、当該輸出
⽐率以上の企業と未満の企業との間の輸入中間財⽐率の乖離を計算。
1.（２）輸出・非輸出 インパクトの把握
輸入中間財⽐率の乖離に、⾼輸出⽐率企業の仕入総額を乗じることによって、
産業全体の輸入中間財の多寡に与えるインパクトを、輸出⽐率を0%、10%、
20%…、90%と10％刻みで区切って、各産業について指数化して計測。
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輸出0％が最大のインパクト
• ⾦属および紙パは、輸出⽐率10％のインパクトが最大
（2015年）であり、輸出⽐率10％で輸出・非輸出を
区分するという海外主要国で採⽤されている方法も的
外れとは言えない。
• しかし、その他の産業では、輸出⽐率0％のインパクト
が最大であり、輸出・非輸出を異質性判断の基準とす
るのであれば、当該⽐率を⽤いて輸出・非輸出を区分
することが適当。
１．（３）事業所ベースでの把握
事業所ベースでみても（経済センサスと鉱工業投入調査）、
総じて、輸出の方が非輸出よりも、輸入⽐率が⾼い。
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輸入⽐率を事業所数でみると０〜10％の事業
所が多い（2015年）
事業所ベースでみた輸入⾦額の違い（2015年）
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輸入⾦額の分析から得られる⽰唆
• 輸入⾦額でみると、20〜30%、90〜100%事業所の輸入額
が占める割合が大きい。
• これは、少数ではあるが多額の輸入を⾏っている事業所
が存在するということ。
• 個票データまで遡ると、このような事業所は石油・石炭
製品や、鉄鋼、非鉄⾦属などの産業で多くみられた。こ
のような産業については⼀部の大規模事業所の及ぼす影
響が大きいため、輸出・非輸出による区分ではなく、大
企業・中小企業といったそれ以外の側⾯からの分割が適
当である可能性がある。
２．大・中小企業
大・中小企業について、中小企業法に規定されているように従業員300人
かつ資本⾦3億円超の企業を大企業とみなす方法（左図）、法人企業統計
調査に⽤いられているように資本⾦10億円以上の企業を大企業とみなす方
法（右図）の二通りの方法により、輸入中間財⽐率の乖離を計測。
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大・中小企業 素材産業
• 化学および⾦属において、大・中小企業間の輸入中間財
⽐率の乖離が、輸出・非輸出企業間の乖離よりも大きい。
• このように、化学および⾦属においては、企業の異質性
として、企業規模を⽤いることが有⽤であることを⽰唆。
• なお、大企業の範囲を２通りの方法で定めたが、化学産
業では、大企業を限定的に捉える（右図）方が、大企業
に中堅企業も含め広く捉える（左図）よりも、大・中小
企業間の輸入中間財⽐率の乖離が若⼲大きい。
• これは、石油コンビナート等、原材料の輸入から生産ま
で⼀貫した製造プラントを持つ企業が、多くの輸入中間
財を投入することに起因するものと考えられる。
大・中小企業 化学・⾦属 内訳産業毎の乖離
46 47
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大・中小企業 化学・⾦属 内訳産業毎の分析
• 化学では、特に、石油化学産業で乖離が大きい。石油化学産業は、
資本集約的な製造プラントを持ち、企業規模が大きいほど、原材
料の輸入から生産までの⼀貫度が⾼い。このため、大・中小企業
の違いが、輸入中間財⽐率を大きく乖離させている。
• 他方、非石油化学産業では、ゴム・プラスチック、窯業・土石に
おいて、大企業の輸入中間財⽐率と中小企業の輸入中間財⽐率の
間に正の乖離がみられるものの、化学産業では、負の乖離が生じ
ており、全体としては、大・中小企業間の乖離が然程大きくない。
• ⾦属では、銑鉄において乖離が顕著、非鉄においてある程度の乖
離。これらは、資本集約的な製造プラントを持ち、企業規模が大
きいほど、原材料の輸入から生産までの⼀貫度が⾼い。
• 他方、非鉄加工、非鉄加工、その他⾦属といった⾦属加工におい
ては、大・中層企業間の乖離が大きくないか、乖離がマイナス。
３.外資・本邦企業を区分する重要性
企業特性別貿易統計の枠組みで企業を本邦企業と外資企業に区分してみ
ると、同じ先進国である欧州主要国との対⽐でみても、外資企業の国際
貿易における重要度が極めて低い
このため、産業連関表／供給使⽤表の拡張において、本邦企業と外資企
業を区分するプライオリティーは、我が国の場合、然程⾼くない。
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４.海外子会社保有・非保有企業を区分する重要性
企業特性別貿易統計の枠組みで、本邦企業について、海外子会社を保有
する企業と海外子会社を保有しない企業に区分してみると、我が国では、
欧州主要国との対⽐でも、海外子会社保有企業の国際貿易における重要
度が⾦額ベースで極めて⾼い。
輸入中間財⽐率乖離が大きければ、両者を区分することが意義がある。
海外子会社保有・非保有企業間の輸入中間財⽐率の乖離
米国経済分析局では、米国供給使⽤表において、産業を、海外子会社を保
有する企業と保有しない企業に細分類する形で、企業の異質性を同表に組
み入れている。確かに、海外子会社を保有する企業は、当該子会社から中
間財を輸入する結果、保有しない企業よりも輸入中間財⽐率が⾼そう。
この点について、我が国について計測。
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海外子会社の有無 ⾦属等
• ⾦属においてのみ、輸出・非輸出企業間および大・中小企業間
の輸入中間財⽐率乖離を大きく上回っている。これは、⾦属に
おいては、原材料を輸入に頼る企業が多い中、そうした企業が、
原材料の開発や採掘にあたり海外子会社を活⽤しているため。
• 繊維および紙パについては、海外子会社を保有する企業と保有
しない企業の間の輸入中間財⽐率の乖離が、輸出・非輸出企業
間の輸入中間財⽐率乖離に拮抗している。これは、繊維および
紙パにおいては、海外子会社を保有する少数の企業が集中的に
輸入を⾏う、という状況を反映。
• すなわち、海外の安い人件費を活⽤する目的で海外進出を⾏っ
た企業では、海外子会社が日本での生産の後方に位置する結果、
海外子会社からの輸入が嵩む、といった構図。
今後の課題
実際に、企業の異質性を組み入れた拡張供給使⽤表を試作
し、OECDと協議することとしたい。
その際、グローバリゼーションがSNAに与える影響を把握
する観点から、供給使⽤表において、産業分類を①本邦企
業（海外子会社非保有本邦企業）、②本邦の多国籍企業
（海外子会社保有本邦企業）、③外国の多国籍企業に支配
される企業（外資企業、といった、３つの範疇に区分する
拡張方法が提案されていることから、そうした拡張表の作
成にも取り組んで⾏きたい。
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異質性の識別をどの単位で⾏うべきか
 ESUTの実際の作業にあたり、輸出・非輸出（あるいは大規模・中小）
の識別は、企業単位と事業所単位の両方が考えられる。
 企業単位で⾏う場合には、企業活動基本調査を⽤いた分析のように輸
出・非輸出の判定を企業ごとに⾏い、輸出企業であれば傘下の事業所
をすべて輸出事業所とみなす。
 事業所単位で⾏う場合には、経済センサス及び鉱工業投入調査を⽤い
た分析のように、事業所単位で輸出・非輸出の判定を⾏う。
 現⾏SNAの統計単位は事業所であるため、最終的な統計表における統
計単位はいずれの方法をとったとしても事業所となるが、海外子会社
保有の有無は企業単位でした識別できない。
 国際的な議論では、そうした点も踏まえ、SNAの統計単位を事業所で
はなく企業に変更して⾏くべきといった指摘もみられ始めている
 どちらの方法によることが適切か、今後、OECDや海外主要国と議論
しつつ検討していきたい。
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